
最新の法改正が住宅・建築業界に
与える影響と対策

弁護士 秋野 卓生



原価高騰リスク

• ウッドショックによって木材の価格が高騰。まだ
今後の見通しも立たない

• 2023年にはインボイス制度が導入

–消費税免税事業者だった建築職人が消費税納税をする
こととなると、全体的に原価が高騰する。
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既に目の前にある“原価高騰のリスク”



住宅価格を据え置くか？

• 住宅業界の持続可能性を考えると据え置きはリスク。
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価格据え
置き

利益を圧迫 倒産リスク

下請に転嫁
職人の減少に
歯止めがかから

なくなる

倒産を防ごうと…













２０２１年６月２日の公取委の発表
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• 公正取引委員会が２０２１年６月２日に、下請
け業者への支払い遅延や買いたたきといっ
た下請法違反の親事業者への勧告や指導
が、２０２０年度に８１１１件あったと発表。

• １３年連続で過去最多を更新。
勧告件数及び自発的申出件数（勧告相当案件）の推移 指導件数の推移



２０２１年６月２日の公取委の発表

10

• 新型コロナウイルスの影響を受けた違
反事例も見られた。

• 発注取り消しなどコロナに関連した相談
についても２０２０年２月以降、約５００件
寄せられていると発表。



２０２１年６月２日の公取委の発表
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• コロナ関連の親事業者への指導事例

–衣料品製造販売会社が売り上げの減少や
資金繰りの悪化を理由として、期日を過
ぎて代金を支払った

–社員教育受託会社が取引先から講師派遣
をキャンセルされ、委託した下請け業者
に対し、費用負担せず発注を取り消した



２０２１年６月２日の公取委の発表
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• 下請に対する不利益が大きいため、親
事業者を公表する勧告は４件あった。

• さらに、公取委より代金の不当減額な
どを指摘されたことで、親事業者が下
請け側に支払った額は約５億４千万円に
上る。





下請法関係の動向に注意が必要
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• ９月に経済産業省は、下請の中小企業が労働コストなどの
増加分を納入価格に転嫁できているか、中小３万社を対象
に実態を調査することを発表。

• 公正取引委員会は、毎年秋ごろに下請事業者約３０万社に
アンケート調査しているが、今年の調査では買いたたき被
害が多い業種や、飲食や宿泊など新型コロナウイルス感染
拡大の打撃が大きい業種などで対象企業を増やしてい
る。

• １０月には公正取引委員会が、ＩＴ関連のソフトウエアやシス
テム開発を担う下請企業２万社を対象に取引実態の調査に
乗り出すと発表。

• 公正取引委員会等が、下請法違反の防止に積極的に動い
ている。









下請法の適用範囲
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• 下請法の適用対象（資本金要件）



情報成果物作成委託とは
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• 設計事務所が各種図面作成を
行う（注文書を当社が発行）事
は下請法対象（役務提供）と
いう認識で正しいか





下請法の適用範囲
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• 下請法対象である（公取ＨＰＱＡ）。



下請工事代金の支払い
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建設業法24条の6(※) 下請法2条の2

支払い期間の
起算時

下請負人から引渡しの申
し出があった日

給付を受領した時

支払期間 50日 60日

遅延損害金
（遅延利息）

14.6％ 14.6％

（※１）特定建設業者が注文者となった下請契約（請負人が
特定建設業者又は資本金額4000万円以上の場合を除く）に
限られる。

（※２）他に、元請負人は、発注者から工事代金の支払いを
受けたときは、当該支払いの対象となった建設工事を施工し
た下請負人に対し、支払いを受けた時から1ヶ月以内に下請
代金の支払いをしなければならないとの規制がある。







IT重説を活用して、
スマートな省エネ説明・

重要事項説明をしましょう！
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省エネ説明もIT説明でOK

• 建築物省エネ法改正
に基づく省エネ説明
もタブレットによる
IT説明でOK。

• 数少ない建築士の負
担軽減のためにもIT
説明で乗り切りた
い。

国土交通省WEBサイトより



社会実験の結果、建築士法に基づくＩＴ重説の本格運用を開始

• 国土交通省は、１月１８
日、「社会実験の結果、建
築士法に基づくＩＴ重説の
本格運用を開始」とするプ
レスリリースを発表。

国土交通省プレスリリース



社会実験の結果、建築士法に基づくＩＴ重説の本格運用を開始

• 設計料を受領して実施するものについては、建築士法２
４条の７の重要事項説明が必要となる。

重要事項説明の
不実施

建築士法に基づく
懲戒処分

• 重要事項説明は必ず実施していただきたい。

• しかし、社内で数名しか建築士有資格者がいない会社で
は、建築士の人手が足りず、重要事項説明を実施しない
という建築士法違反事例を沢山見てきた。



社会実験の結果、建築士法に基づくＩＴ重説の本格運用を開始

• IT重説の活用により、建築
士の手間を省力化して建築
士法２４条の７の重要事項
説明を実施する事が可能と
なる。

• これを機に社内の業務マ
ニュアルを見直し、スマー
トな重要事項説明を実践し
ていただきたい。

IT重説のマニュアル（国土交通省）



IT重説の手順

1.建築主の意向確認・事前同意

2.重要事項説明書の事前送付

3.建築主の本人確認

4.建築士免許証等の確認

5.ＩＴ重説の実施（重要事項の説明）



IT重説の手順
①建築主の意向確

認・事前同意

•メールも可

•同意の取り付けは営業

マンなどの補助者でも

可

②重要事項説明書の

事前送付

•書面で送付

•PDFでも可

③建築主の本人確認

•公的身分証

•第三者発行の身分証

④建築士免許証等の

確認

•建築士免許証等を提示

•身分証を視認できてい

るか確認

⑤ＩＴ重説の実施

（重要事項の説明）

•音声は途切れなかった

か

•理解できたか確認



１ 建築主の意向確認・事前同意

• IT重説を実施する場合、事前同意を得る必要があ
る。この事前同意を取り付ける方法について、国
交省作成のマニュアルでは、メールの活用が認め
られた。

• さらに、事前同意を取り付ける主体について、
「建築士又はその補助者」が実施する事が認めら
れたので、建築士の資格を有しない営業マンでも
補助者として事前同意の取り付けを実施する事が
可能。



２ 重要事項説明書の事前送付

• ＩＴ重説は、建築主の手元に、重要事項説明を行う際に
交付する書面（建築士法24条の７第１項に規定する書
面。以下「重要事項説明書」という。）がある状態で行
われることが必要。

• そのため、建築士又はその補助者は、重要事項説明の実
施に先立ち、建築主に重要事項説明書を書面で事前に送
付している必要がある。

• この事前送付の方法について電子メール等によりＰＤＦ
ファイルを送付する方法を採用する事が国交省マニュア
ルで認められました。



３ 建築主の本人確認

• 建築主本人であることは重要事項説明における前
提であるため、建築士は IT 重説に際し、テレビ会
議等の画面上で建築主が本人であることを確認す
ることが必要。

• 具体的には、建築士は IT 重説の開始前に、テレビ
会議等の画面上で公的な身分証明書（運転免許証
等）や第三者が発行した身分証（社員証等）で、
建築主が本人であることを確認することが考えら
れる。



４ 建築士免許証等の確認

• 建築士は、IT重説の開始前に、テレビ会議等の画面上で建築士免許証等を提
示し、建築主が建築士免許証等を視認し、その資格を確認することが必要。

• 建築士は、建築主のテレビ会議等の画面上に表示されている建築士免許証等
の氏名を、建築主に読み上げてもらうこと等により、建築主が視認できてい
ることを確認。

• また、建築士免許証の場合には、建築士の画面上の顔と建築士免許証の写真
の顔と比べ、建築士は建築主に、同一人物であることを確認してもらう。写
真付きの建築士免許証等を持っていない場合は、例えば、公的な身分証明書
（運転免許証等）や、第三者が発行した身分証（社員証等）を併せて提示。
なお、画面に表示させる建築士免許証等については、顔写真、氏名及び登録
番号等で足り、生年月日、本籍地欄については、建築士の個人情報保護の観
点から、シールを貼ることも差し支えない。



５ ＩＴ重説の実施（重要事項の説明）

• 建築士は、説明が終わった際に、説明内容に理解
できない部分はなかったか、説明に問題はなかっ
たか、音声や映像が途切れることがなかったか等
について、必ず建築主に確認を行う。

• 建築主が適切に理解できるまで説明を行う必要が
ある。



IT重説の手順
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説明をする建築士・説明を受けた建築主の署名捺印欄は削除可能

• IT重説は、メール送付とテレビ電話で完結させる事ができ
る。

• 他方で、これまでの重要事項説明書の書式では、説明をする
建築士・説明を受けた建築主の署名捺印欄が書式に掲載され
ていた。

• この趣旨は、間違いなく説明を建築士が行ったこと、間違い
なく建築主が説明を受けたことの証を残すという趣旨であ
り、建築士法が、この欄を設けることを要求しているわけで
はない。

• IT重説用の書式として、説明をする建築士・説明を受けた建
築主の署名捺印欄は削除可能。



説明をする建築士・説明を受けた建築主の署名捺印欄は削除可能

IT重説ではこの署名捺印欄は削除可能



請負契約の流れと電子化可能な箇所
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国土交通省発表資料
「第１回国土交通省インフラ分野のDX推進本部」資料２









※国土交通省 荒川下流河川事務所Twitterより「遠隔臨場」の様子

現場監督

工事監理者

現場職人





工事監理者について

• 建築士法第20条第3項

• 従って、Webカメラを通じて工事監理を実施する旨、建築士
法２４条の７の重要事項説明書や設計・工事監理契約書にて
建築主に対し説明がなされており、契約違反が指摘されるリ
スクがなければ特段問題が無いこととなる。

建築士は、工事監理を終了したときは、直ちに、国土交通省
令で定めるところにより、その結果を文書で建築主に報告し
なければならない。

➢工事監理の方法について規制はない。



不祥事リスクの懸念

• 現場職人が、失敗施工の箇所をカメラで写さず、瑕疵の発見ができないと
いった事態が生じたらどうすれば良いか？現場で確認をせずに本当に精度の
高い検査ができるのか？

• このあたりが解決できぬまま建設
DXを戸建て住宅現場に持ち込む
と、１人の杜撰な検査業務により、
何十棟もの欠陥建築物を生むことに
なりかねない。

問題は、不祥事リスク。

あえて写していないこちらで
施工ミスをしていた…



個人情報保護法の改正



• 「個人情報」：「生存する個人に関する情報で、氏名や生年月日
等によって特定個人を識別可能なもの」

データベース化されていない書面、写真も対象。

→管理体制の徹底が要請される。

• 従業員に「知ってもらう」事からスタート

→「お客様の大切な個人情報をお守りする」

というおもてなしができるように教育

「お客様の名前が記載された紙や図面は
全て「個人情報」である」

そもそもの「個人情報」の定義を知る



個人情報保護法の概要



• 個人情報

–生存する個人の情報

–誰なのか特定できる情報

• 個人の情報に含まれるものは

–氏名・住所・電話番号・生年月日・勤務先・映像、音声 など

–住宅業界であれば、顧客の年収や家族の年齢構成など……

「その情報さえわかれば、どこの誰なのか特定できる情報」の
こと

個人情報の定義



• 個人の情報が、2つ以上付け加わると個人が特定で
きる可能性が極めて高くなるため、個人情報とし
て位置付けるべき。

〔例〕

氏名＋住所 氏名＋勤務先

氏名＋電話番号 映像＋住所 など

個人情報になりうる例



個人情報取扱事業者の義務



• 利用目的を具体的に特定

–できるだけ具体的に特定

–個人情報を提供する側から見て、社会通念上、何に使うのか誰
でもわかるように記述

利用目的の特定、通知

お預かりした個人
情報は、弊社の事
業活動に用いるた
めに利用いたしま
す。

住宅販売における商品
の紹介や営業、関連す
るアフターサービスの
ために利用いたします。

ex.



• 利用目的の「明示」が必要な場合

–ex. 契約書、各種申込書、アンケート用紙、懸賞応募
用紙、調査票等に本人に記入させてその個人情報を取
得する場合

–本人から戸籍謄本、住民票の写し等の交付を受ける場
合 など

• 「明示」とは

–本人に対して利用目的を明確に示すこと

利用目的の特定、通知



• 利用目的の「通知」または「公表」が必要な場合

– ex. インターネット上で本人が自発的に公にしている個人情報
を取得する場合

–インターネット、官報、職員録等から個人情報を取得する場合

• 「通知」、「公表」の意味

–「通知」：本人に直接知らせること

–「公表」：本人たるべき者に広く認識させる方法で、

通知以外のもの

利用目的の特定、通知

































ウッドデザイン賞２０１８の展示・表彰式会場





エコプロキッズ
探検隊



原価高騰リスク

• ウッドショックによって木材の価格が高騰。まだ
今後の見通しも立たない

• 2023年にはインボイス制度が導入

–消費税免税事業者だった建築職人が消費税納税をする
こととなると、全体的に原価が高騰する。
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既に目の前にある“原価高騰のリスク”



住宅価格を据え置くか？

• 住宅業界の持続可能性を考えると据え置きはリスク。

78
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①違法伐採の木材・木製品は使用しません。

各種認証で合法伐採木材の確認に努めてく
ださい。

※購入先で確認することができます。

①森林認証・ＣｏＣ認証（ＳＧＥＣ、ＦＳ
Ｃ、ＰＥＦＣ）

②森林関連団体の認定を得て事業者が行う
証明



②現場から発生した建設廃棄物は適切に取扱います。

□建設廃棄物とお客様の残置物

（一般廃棄物）は区分してくだ

さい。

□建設廃棄物（木くず、プラスチック、

金属、紙くず、石こうボード等）は

品目ごとに分別してください。

※建設廃棄物のリサイクルは分別か

らはじまります。



③現場の整理整頓はもちろん、作業時に発生する粉塵、
有害物質等による環境汚染の防止に努めます。

□粉じんが発生する作業
を行う際は散水等飛散防
止に努めてください。

□建設廃棄物は袋詰めを
行い、近隣への飛散防止
に努めてください。



④サプライチェーンにおいて人権侵害の恐れのある製品

は使用しません。

□外国人技能実習生等の人権を尊重してく
ださい。もちろん日本人労働者に対して
も同様です。

①労働基準関係法令違反はしない
✖長時間労働、最低賃金違反、残業

代の不払い

②人権侵害はしない
✖暴力、脅迫、セクハラ、旅券・残
留カードの取り上げ













1. セクシュアルハラスメント（セクハラ）
時・場所・相手をわきまえずに相手を不愉快にさせる性的な言動

2. パワーハラスメント（パワハラ）
同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内
の優位性を背景に、業務の適性な範囲を超えて、精神的・身体的苦
痛を与える又は職場環境を悪化させる行為

3. モラルハラスメント（モラハラ）
道徳上（モラル上）許されない、他者に迷惑をかける行為・嫌がら
せ行為

4. その他
現在ハラスメントの種類としては約30種類程度存在することが指摘さ
れている。Ex.アルハラ、アカハラ

多様なハラスメント



１ 暴行・傷害型（身体的な攻撃）

２ 脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言（精神的な攻撃）

３ 隔離・仲間外し・無視（人間関係からの切り離し）

４ 業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、

仕事の妨害（過大な要求）

５ 業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度

の低い仕事を命じることや仕事を与えないこと（過小な

要求）

６ 私的なことに過度に立ち入ること（個の侵害）

パワハラの類型






